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原子力損害賠償紛争審査会による現地視察結果について 
 

 

 

１．日時  

令和２年９月２日（水） 

 

２．目的  

中間指針等に基づく賠償の実施状況を確認するため、被災地域の

現場を視察すること 

 

３．視察委員  

鎌田会長、大塚会長代理 

 

４．視察先  

大町病院（南相馬市）において、猪俣院長等と意見交換。 

南相馬市 農業体験実習館周辺、原町区商店街、小高区商店街を視

察。 

南相馬市役所において、門馬市長等と意見交換。 

双葉町   双葉町役場（被災当時）、双葉町産業交流センターを視

察。 

双葉町産業交流センターにおいて、伊澤町長、佐々木議

長等と意見交換。 

大熊町   大野駅周辺、大川原地区のイチゴ栽培施設、仮設店舗、

災害公営住宅等を視察。 

大熊町役場において、吉田町長、吉岡議長等と意見交換。 

 



原子力損害賠償紛争審査会による現地視察における 

被災自治体等の主な御発言 

 

原子力損害賠償紛争審査会事務局 

 

【大町病院】 

・病院の収支については、収入は回復してきてはいるものの、収入の

７割を人件費として支出している。震災後、常勤の医師や看護師の

確保が難しくなった。採用活動の強化等を通じて、ある程度増加し

ているが、まだ足りていない。十分な医療が地域の方々に提供でき

ないことは申し訳ないと思っている。 

・看護師は資格があるので、避難先・移転先等で定着するため、なかな

か戻ってこない実情がある。 

・いまだにある放射能の風評被害で、人材確保が難しい面もある。 

・賠償の課題については、経営していた老人保健施設を別の用地を確

保し立て直す際、土地の除染費用等を請求したが、東京電力に認め

られなかったということはあった。もう少し認めてほしいとは考え

るが、賠償だけではなく、前を向いていくことが重要と考えている。 

 

【南相馬市】 

・商工賠償の営業損害についてであるが、事業者は、市内の人口減少

及び商圏人口の減少により大きな影響を受けている。市内の事業者

の 30％前後が未請求かまだ請求が完了していない。東京電力には、

早くしっかり賠償してもらいたいと考えている。 

・地方公共団体の公物賠償について、不動産が全損とされても撤去費

用を賠償金に含めないのが東電の立場である。自動車事故では全損

の車両について処分費用・解体費用は裁判例で別途認められており、

原子力損害賠償でも自治体の撤去費用を賠償の対象にしてほしい。 

・市の賠償請求について、ＡＤＲセンターにおける和解仲介手続にお

いて、２年以上かかった案件があった。東京電力から求められる提

出書類が多すぎるし、新たな資料を要求されることもあり、時間が

かかりすぎている。 

・また、事業者の営業損害の申立てにおいて、ＡＤＲセンターが和解

仲介案を出しても、東京電力が拒否する場合があるため、ＡＤＲセ

ンター側が東京電力に忖度した和解仲介案しか出していないのでは

ないか。 

・市の施設である農業体験実習館は、除染をしているにもかかわらず、

空間放射線量率が下がらない。市として、移住者を募っており、山や



海があって自然が豊かであることを売りにしていた。また住民の

方々については、生活の楽しみになっていたりしていたが、このよ

うな自然の享受ができないという問題がある。 

 

【双葉町】 

・双葉町は唯一全町避難が継続し、町民は今もなお 42 都道府県、300

を超える市区町村で避難生活を送っている。 

・避難指示が解除され戻れるけど戻らないケースと、双葉町のように

戻りたくても戻れないケースでは、精神的な損害は全然違う。精神

的賠償は終わったのではなく被害は継続していると認識している。 

・いつまでも賠償を言い続けるつもりはないが、現在の賠償の在り方

が果たしてこれで良かったのかは疑問に思っている。 

・双葉町民が置かれている状況を認識いただき、そのことをしっかり

と中間指針に反映してほしい。被災地の状況はそれぞれ違う。幅広

に捉えて欲しい。 

・また、原賠審の委員におかれては、是非、全員、双葉町にお越しいた

だき、現状を見ていただきたい。 

・いまだに賠償請求権を行使していない本賠償未請求者がいる。東京

電力は消滅時効を援用しないと説明しているが、消滅時効を援用し

ないという担保が欲しい。 

・ＡＤＲセンターの和解仲介案を東京電力が拒否するケースがある。

何のためにＡＤＲセンターを組織したのか。東京電力は拒否するの

ではなく、のむべきである。 

 

【大熊町】 

・営業損害について、農業者は東京電力と継続的な賠償を続けていく

ことの合意を得ていると承知しているが、商工業者はそれがない。

本年７月末時点の商工業の法人及び個人事業主の賠償は、２％と聞

いており、低すぎると思っている。中間指針において賠償期間の終

期を示していないことは理解しているが、しっかり賠償するよう東

京電力を指導してほしい。 

・地方公共団体の財物賠償については、国からの支援もあり、民間と

異なることは理解するものの、復興の予算を使うのは心苦しい。 

・避難が長期化し、避難生活が継続している中で、さらに疲労が積み

重なっていることや、ＡＤＲセンターの和解事例、裁判の判決が水

平展開されていないこと、特にふるさと喪失で賠償が認められてい

る判決もなされていることを考慮した中間指針としてほしい。 


























